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4.1　概要 *1

気象庁は，熊本地震の一連の地震活動において，

熊本県等に対し緊急地震速報（警報）を 19 回発

表した．また，熊本地震の本震に対しては，有明・

八代海に津波注意報を発表した．

気象庁では，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分の地

震を受け，余震の見通しについての報道発表を行

ったが，その後，2016 年 4 月 16 日に熊本地震の

本震が発生し，「余震の確率評価手法について」（地

震調査委員会，1998）が適用できない状況となっ

たため，気象庁は以降の余震の発生確率の発表を

取りやめるとともに，防災上の呼びかけについて

は，地震調査委員会（定例会）の評価結果等を踏

まえ行った．

気象庁ホームページでは，従来提供している地

震・津波や気象の情報に加え，被災者や復旧・復

興担当者を支援する情報を効果的に発信するた

め，2016 年 4 月 15 日に特設ポータルサイトを開

設した．

気象庁本庁及び各気象官署では，地震動による

被害状況について現地調査を実施した．

気象庁本庁では，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分
の地震発生と同時に非常体制をとり，気象庁災害

対策本部を設置，庁内における情報収集体制等を

強化した．また，福岡管区気象台でも，地震発生

直後に非常体制をとり，災害対策本部を設置し，

台内各課，気象官署，部外からの情報収集体制を

強化した．

政府は，2016 年 4 月 14 日 21 時 31 分に首相官

邸内の危機管理センターに官邸対策室を設置する

とともに，緊急参集チームを招集した．その後，

2016 年 4 月 14 日 22 時 10 分に非常災害対策本部

が設置され，23 時 21 分に第 1 回非常災害対策本

*1　総務部企画課防災企画室，地震火山部管理課

*2　地震火山部　現業運営統括事務局

第 4章　熊本地震に際して気象庁のとった措置

部会議が開催された．気象庁では，緊急参集チー

ムに気象庁次長を派遣するとともに，非常災害対

策本部には，気象庁長官，次長等が出席し，被災

者救助や応急対策活動の安全かつ適切な実施等に

資する地震・津波情報や気象情報の解説を行った．

また政府では，現地の被害状況を詳細に把握す

るため，14 日中に内閣府情報先遣チームを熊本

県庁に派遣し，翌 15 日朝には熊本県庁に非常災

害現地対策本部を設置した．気象庁では，非常災

害現地対策本部及び大分県，福岡県の災害対策本

部に職員を派遣し，地震情報の関係機関への伝達，

地震解説資料の作成・発表，災害時気象支援資料

の提供などを行った． 
本章では，熊本地震において，気象庁が発表し

た緊急地震速報，地震情報等の発表状況，各官署

でとった措置，地震に伴う大雨警報基準等の暫定

的な運用及び気象庁の観測システム等の被害状況

と復旧に向けた対応などについて報告する．

4.2　地震に関する情報発表状況 *2

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分の地震から，同年

4 月 16 日 10 時までに当庁が発表した緊急地震速

報（警報），地震情報，津波注意報等の発表状況

を以下のとおりまとめた．（注）
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（注）震度速報及び地震情報は，最大震度６弱以上の地震についてのみ記載している．また，情報の内容や地震

発生時刻，マグニチュードはいずれも速報で用いた値である．
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4.3　緊急地震速報の発表状況 *

4.3.1　4 月 16 日 01 時 25 分 M7.3※の地震につ

いての緊急地震速報（警報）の発表状況

熊本地震の一連の活動のうち，4 月 16 日 01 時

25 分の M7.3 の地震に対しては，熊本泉観測点（熊

本県八代市）における最初の地震波の検知から

3.9 秒後に緊急地震速報（警報）の第 1 報（緊急

地震速報（予報）第 1 報）を，「熊本県熊本，熊

本県阿蘇，熊本県球磨，熊本県天草・芦北，長崎

県島原半島，宮崎県北部山沿い，大分県西部，長

崎県南西部，佐賀県南部，福岡県筑後，鹿児島県

薩摩，大分県南部」の 12 地域に対して発表した．

また，検知から 8.6 秒後に警報の第 2 報（緊急地

震速報（予報）第 4 報）を，警報の第 1 報の発表

対象地域に加え「宮崎県南部山沿い，福岡県筑豊，

宮崎県北部平野部，福岡県福岡，大分県北部，大

分県中部，長崎県北部，福岡県北九州，佐賀県北

部，宮崎県南部平野部，鹿児島県大隅，山口県西

部，鹿児島県甑島，長崎県壱岐，山口県中部，長

崎県五島，愛媛県南予，山口県東部，高知県西部，

広島県南西部，愛媛県中予，山口県北部，島根県

西部」にも発表した．

熊本地震は内陸直下型の地震のため，地震波を

検知して数秒後に緊急地震速報（警報）を発表し

ているものの，震度 7 を観測した震央近傍の「熊

本県熊本」については，主要動が到達する前に警

報を発表する事ができなかった．しかし，警報第

1 報で発表した，熊本県熊本以外の 11 地域（震

度 6 強～ 5 弱を観測）についてはすべて，主要動

の到達前に発表することができた．また，警報第

2 報で追加して発表した 23 地域（震度 6 弱～ 3
を観測）についても，すべて主要動の到達前に発

表している．（以上，第 4.3.1 表，第 4.3.1 図，第

4.3.2 図，参照）

4.3.2　熊本地震の一連の活動における緊急地

震速報の発表状況

熊本地震の一連の活動で，緊急地震速報（警報）

を 19 回発表した（第 4.3.2 表，参照）．同時に発

*　地震火山部地震津波監視課　情報運用係

※　地震情報では M7.1 と発表した．

生した地震を分離して処理できず，ひとつの地震

として処理したために，震度を過大に予測した事

例が 4 事例あった．（第 4.3.2 表で灰色背景にして

いる）．

また，熊本地震で震度 5 弱以上を観測したが，

緊急地震速報（警報）を発表しなかった地震は

10 事例あった（第 4.3.3 表，参照）．しかし，そ

のうち 7 地震については，緊急地震速報（予報）

は発表している．3 地震については，直前に発生

した地震の影響により個別の地震として検知する

ことができず，緊急地震速報を発表できなかった．
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第 4.3.1 表　4 月 16 日 01 時 25 分 M7.3 の地震についての緊急地震速報（警報又は予報）の詳細
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第 4.3.1 表　続き



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 257 －

第 4.3.1 図　緊急地震速報（警報）第 1 報を発表した地域と発表から主要動到達までの時間（秒）

第 4.3.2 図　緊急地震速報（警報）第 2 報を発表した地域と発表から主要動到達までの時間（秒）
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第 4.3.2 表　熊本地震の一連の活動で緊急地震速報（警報）を発表した地震

第 4.3.3 表　熊本地震の一連の活動で震度 5 弱以上を観測し，緊急地震速報（警報）を発表しなかった地震



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 259 －

4.4　地震調査委員会による評価 *

政府の地震調査研究推進本部（事務局：文部科

学省）は，2016 年 4 月 14 日に熊本県熊本地方で

発生した M6.5 の地震を受け，4 月 15 日に第 288
回地震調査委員会（臨時会）を開催し，関係機関

から提出された観測・解析結果を元に評価を行っ

た．そこでは，「地震活動は本震－余震型で推移」，

「余震活動は減衰傾向が見られるものの活発であ

り，北東－南西方向に延びる長さ約 20km の領域

で発生している．」，「この震源域付近には日奈久

断層帯が存在している．今回の地震は，その高野

－白旗区間の活動によると考えられる．地震調査

委員会は日奈久断層帯（高野－白旗区間）につい

て，活動時に M6.8 程度の地震が発生する可能性

があり，30 年以内の地震発生確率は不明と評価

していた．なお，日奈久断層帯（高野－白旗区間）

を含む九州南部の区域では，M6.8 以上の地震の

発生確率は 7-18% と評価していた．」との評価が

公表された．

また，4 月 16 日の M7.3 の地震を受け，4 月 17
日には第 289 回地震調査委員会（臨時会）を開催

し，関係機関から提出された観測・解析結果を元

に再度評価を行った．そこでは，「地震活動は活

発であり，北東－南西方向に延びる長さ約 30km 
の領域の他，その延長の熊本県阿蘇地方や大分県

などの周辺域で発生している．」，「この震源域付

近には布田川断層帯が存在している．現地調査の

結果によると，布田川断層帯の布田川区間沿いな

どで地表地震断層が見つかっている．この地震は，

主に布田川断層帯の布田川区間の活動によると考

えられる．地震調査委員会は布田川断層帯（布田

川区間）について，活動時に M7.0 程度の地震が

発生する可能性があり，30 年以内の地震発生確

率はほぼ 0% ～ 0.9%（やや高い）と評価していた．

なお，布田川断層帯を含む九州中部の区域では，

M6.8 以上の地震の発生確率は 18-27% と評価し

ていた．」との評価が公表された．

5 月 13 日の第 290 回地震調査委員会（定例会）

では，約 1 か月間における地震活動の状況のほか，

過去の規模の大きな地震の事例等も踏まえつつ評

*　地震火山部管理課

価を行い，「一連の地震活動は，全体として減衰

傾向が見られるが，熊本県熊本地方及び阿蘇地方

の活動は，減衰しつつも依然として活発である．

大分県中部の活動は減衰している．」，「今後も最

低 1 ヶ月程度は，熊本県熊本地方及び阿蘇地方で

は M5 ～ 6（最大震度 6 弱程度），大分県中部では，

M5 程度（最大震度 5 強程度）の余震が発生する

おそれがあり，引き続き十分注意が必要である．」，

「熊本県から大分県にかけて，今後も最低 2 ヶ月

程度は，震度 6 弱以上の揺れにみまわれることも

否定できないことから注意が必要である．」との

評価が公表された．また，併せて地震調査委員長

見解が公表され，日奈久断層帯（日奈久区間，八

代海区間），布田川断層帯（宇土区間，宇土半島

北岸区間），別府－万年山断層帯など周辺の活断

層への留意，熊本地震の被害に見舞われていない

地域への地震の備えの配意等が呼びかけられた．

熊本地震の一連の地震活動には，本震－余震型

の地震活動のみを対象とする「余震の確率評価手

法について」（地震調査委員会，1998）を適用す

ることができなかった．そのため，地震調査委員

会は「地震活動の予測的な評価手法検討小委員会」

において，余震確率だけでなく過去の地震活動や

地域特性についての知見を生かすことにより様々

な事例に対応できる防災上の呼びかけについて検

討を行い，2016 年 8 月に「大地震後の地震活動

の見通しに関する情報のあり方」報告書として公

表した．気象庁では，この報告書の公表以降，こ

の報告書の指針に沿って大地震後の防災上の呼び

かけを行っている．　

今回の地震活動に関する地震調査委員会の評価

（全文），地震調査委員会の開催履歴を第 4.4.1 表

～第 4.4.5 表に示す．
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第 4.4.1 表　平成 28 年 4 月 15 日地震調査委員会評価文

第 4.4.2 表　平成 28 年 4 月 17 日地震調査委員会評価文

第 4.4.3 表　平成 28 年 5 月 13 日地震調査委員会評価文
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第 4.4.4 表　平成 28年 5月 13日地震調査委員会評価文 
（地震調査委員長見解）

第 4.4.5 表　地震調査委員会開催履歴

（平成 28 年 4 月 15 日から 5 月 13 日まで）

4.5　今後の地震活動の見通し *

熊本地震に係る地震活動の見通しについて，気

象庁は当初，「余震の確率評価手法について」（地

震調査委員会，1998）に基づいた余震発生確率の

発表を行った．すなわち，2016 年 4 月 14 日に発

生した M6.5 の地震を受け，報道発表資料「『平

成 28 年（2016 年）熊本地震』について（第 6 報）」

（4 月 15 日）において，「今後の余震活動について，

ところによって震度 6 弱以上の揺れとなる余震が

発生する可能性は，2016 年 4 月 15 日 16 時から 3
日間で 20%，震度 5 強以上となる可能性は 40％」

と発表した．

その後，2016 年 4 月 16 日に本震が発生し，「余

震の確率評価手法について」（地震調査委員会， 
1998）が適用できない事象となったため，気象庁

は以降の余震の発生確率の発表を取りやめるとと

もに，地震活動の見通しを踏まえた防災上の呼び

かけは，地震調査委員会（定例会）の評価結果等

を踏まえつつ行った．地震調査委員会（定例会）

における地震活動の見通しに関する言及例を以下

に記す．

「今後も最低 1 ヶ月程度は，熊本県熊本地方及

び阿蘇地方では M5 ～ 6（最大震度 6 弱程度），

大分県中部では，M5 程度（最大震度 5 強程度）

の余震が発生するおそれがあり，引き続き十分注

意が必要である．」「熊本県から大分県にかけて，

今後も最低 2 ヶ月程度は，震度 6 弱以上の揺れに

みまわれることも否定できないことから注意が必

要である．」（5 月 13 日第 290 回地震調査委員会（定

例会））

*　地震火山部管理課
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「今後概ね 1 ヶ月程度，熊本県熊本地方及び阿

蘇地方では M5 程度（最大震度 5 強程度）の余震

の発生に十分注意が必要である．大分県中部では，

現状程度の余震活動は当分の間続くが，M5 程度

（最大震度 5 強程度）の余震が発生する可能性は

低下した．」「熊本県から大分県にかけて，今後も

最低 1 ヶ月程度は，震度 6 弱以上の揺れに見舞わ

れることも否定できないことから注意が必要であ

る．」（6 月 9 日第 291 回地震調査委員会（定例会）

「熊本県熊本地方及び阿蘇地方では，現状程度

の余震活動は当分の間続くが，これらの地域にお

いても，M5 程度（最大震度 5 強程度）の余震が

発生する可能性は低下したと考えられる．」（7 月

11 日第 292 回地震調査委員会（定例会））

「熊本地方及び阿蘇地方の活動は，減衰しつつ

も活動は継続」，「大分県中部の活動は低下した．」

（8 月 9 日第 293 回地震調査委員会（定例会））．

その後，地震調査委員会により「大地震後の地

震活動の見通しに関する情報のあり方」報告書が

公表され（8 月 19 日），以降，当報告書の趣旨に

沿って地震活動の見通しに関する言及を行うこと

とした．

当報告書の公表以降の熊本地震の報道発表にお

ける地震活動の見通しに関する言及は以下の通り

である．

「熊本地震の一連の活動は，減衰しつつも続い

ており，現状程度の地震活動は当分の間続く見込

みです．」（「平成 28 年（2016 年）熊本地震」に

ついて（第 42 報）（8 月 31 日））

「熊本地震の一連の活動は，減衰しつつも続い

ており，現状程度の地震活動は当分の間続く見込

みです．」（「平成 28 年（2016 年）熊本地震」に

ついて（第 43 報）（2017 年 7 月 2 日））

4.6　地震に伴う大雨警報基準等の暫定的な運

用 *

4.6.1　概要

気象庁では，地震等不測の事態により気象災害

に関わる諸条件が変化し，大雨警報・注意報等の

発表基準について通常の基準を適用することが適

*　予報部業務課

切でなくなった場合，地震の揺れの大きさや被害

の規模に応じ，通常の基準に対し一定割合減じた

暫定基準を設定し運用することとしている．

平成 28 年（2016 年）熊本地震により，震度 5
強以上を観測した地域については，地震の揺れに

よる地盤の緩みを考慮し，土砂災害を対象とする

大雨警報・注意報や都道府県と共同で発表する土

砂災害警戒情報の基準の引き下げを行い，さらに，

堤防等河川構造物が地震の影響を受けた地域につ

いては，通常より洪水害が発生しやすい状況を考

慮し，洪水警報・注意報の流域雨量指数基準，河

川を指定し国土交通省または都道府県と共同して

行う洪水予報の基準を引き下げて，これら暫定基

準による運用を開始した．

その後，降雨の状況と土砂災害・洪水害との関

連等を調査し，順次暫定基準の割合の見直しや廃

止を行った．

4.6.2　暫定基準の設定状況

平成 28 年（2016 年）熊本地震に伴う暫定基準

の設定状況を第 4.6.2.1 表～第 4.6.2.3 表に，暫定

基準を設定した地域を第 4.6.2.4 表～第 4.6.2.8 表

に示した（平成 29 年 8 月 31 日現在）．
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第 4.6.2.1 表　平成 28 年（2016 年）熊本地震に伴い，暫定基準を設定し運用している警報等の種類

第 4.6.2.2 表　これまでの大雨警報・注意報（土砂災害）の暫定基準の設定及び見直しの経過
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第 4.6.2.3 表　これまでの土砂災害警戒情報の暫定基準の設定及び見直しの経過
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第 4.6.2.4 表　大雨警報・注意報（土砂災害）の暫定基準を設定した地域（平成 28 年 4 月 16 日時点）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.6.2.5 表　大雨警報・注意報（土砂災害）の暫定基準を設定した地域（平成 29 年 8 月 31 日時点）
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第 4.6.2.6 表　土砂災害警戒情報の暫定基準を設定した地域（平成 28 年 4 月 16 日時点）

 

 

 

第 4.6.2.7 表　土砂災害警戒情報の暫定基準を設定した地域（平成 29 年 8 月 31 日時点）

 

第 4.6.2.8 表　洪水警報・注意報の流域雨量指数基準の暫定基準を設定した地域（平成 28 年 4 月 16 日時点）

 



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 267 －

4.7　気象官署のとった措置

4.7.1　本庁 *

4.7.1.1　気象庁災害対策本部

気象庁本庁は，地震発生直後の 4 月 14 日 21 時

26 分に非常体制をとり，気象庁災害対策本部を

設置，庁内における情報収集体制等を強化した．

必要に応じ，福岡管区気象台もテレビ会議シス

テムによって参加した．気象庁災害対策本部は，

平成 29 年 8 月 31 日現在継続中である．

気象庁本庁体制及び災害対策本部会議等

*　総務部企画課防災企画室，総務課広報室

4.7.1.2　部外機関との対応

気象庁が行った政府及び関係機関との連携を以

下に記す．

ア．非常災害対策本部

非常災害が発生した場合において，当該災害の

規模その他の状況により当該災害に係る災害応急

対策を推進するため特別の必要があると認めると

きは，災害対策基本法に基づき，国務大臣を本部

長とする非常災害対策本部が設置される．本地震

では，4 月 14 日 22 時 10 分に防災担当大臣を本

部長とする非常災害対策本部が設置された．

政府非常災害対策本部の実施状況は次表の通

り．気象庁は，非常災害対策本部会議において，

状況に応じて，地震に関する情報及び気象情報の

解説等を行った．

政府の非常災害対策本部会議実施状況
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イ．官邸緊急参集チーム

気象庁から最大震度 6 弱以上（東京 23 区内に

ついては震度 5 強以上）の地震発生の情報が発表

された場合は，内閣危機管理監は緊急参集チーム

（気象庁からは次長）を官邸危機管理センターに

招集し，政府としての初動措置に関する情報の集

約等を集中的に行うこととなっている．本地震の

際は，4 月 14 日，21 時 31 分に官邸対策室が設置

され，緊急参集チームが招集され，官邸危機管理

センターに気象庁次長が緊急参集した．21 時 55
分には最初の緊急参集チーム協議が開始され，気

象庁からは地震に関する情報及び気象情報等を説

明した．

ウ．政府調査団，政府現地対策本部

政府は，現地の被害状況を詳細に把握するため，

4 月 15 日に内閣府副大臣を団長とする 4 府省庁

10 名からなる調査団を現地に派遣した（派遣府

省庁：内閣府，警察庁，消防庁，防衛省）．

また，4 月 15 日 10 時 40 分に非常災害現地対

策本部（本部長：内閣府副大臣）を熊本県庁に設

置した．

気象庁では，福岡管区気象台等から本部員，連

絡員（1），支援員（2）を現地対策本部に派遣した．

（1）連絡員：地震・気象の専門知識を持ち，気

象台との連絡を取り合うことで本部員を補佐

した職員．

（2）支援員：現地対策本部における業務が円滑

に行えるように庶務業務等を行った職員．

エ．国土交通省

国土交通省では，地震発生直後の 4 月 14 日 21
時 26 分に非常体制をとり，同時に国土交通省非

常災害対策本部を設置し，国土交通省幹部会議室，

国土交通省防災センターにおいて国土交通省非常

災害対策本部会議を開催した．実施状況は次表の

通り．気象庁からは，状況に応じて，地震情報及

び気象情報の解説等を行った．

オ．地震調査研究推進本部地震調査委員会

政府の地震調査研究推進本部は，本地震につい

て，4 月 15 日 16 時から第 228 回地震調査委員会

（臨時会）を開催し，評価を行った．気象庁からは，

地震調査委員会の委員として地震火山部地震予知

情報課長が出席したほか，地震調査委員会の共同

庶務機関として本地震の概要や解析結果の説明を

行い，同委員会の評価を支援した．また，委員会

後の記者ブリーフィングに地震火山部管理課地震

情報企画官が出席し説明を行った． 
その後，5 月の地震調査委員会（定例会）にお

いて，臨時会以降の調査研究の成果について審議

し，地震活動の見通しを含めた評価を更新した．

国土交通省非常災害対策本部会議の実施状況
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6 月以降の地震調査委員会（定例会）においては，

主に，気象庁からの地震活動の状況についての報

告をもとに審議を行い，地震活動の見通しを含め

た評価を更新した．

4.7.1.3　報道発表及び広報活動

気象庁では，地震活動に関する報道発表を行い，

防災上の留意事項や地震活動の状況，等について

説明を行った．また，大雨警報・注意報基準等の

暫定的な運用についても報道発表を行った．これ

らの報道発表で用いた資料は，気象庁ホームペー

ジで速やかに公表した．

また，気象庁ホームページ内に特設ページ「平

成 28 年（2016 年）熊本地震の関連情報」を開設

（4 月 15 日 16 時頃に），４月 20 日 16 時頃には掲

載情報の拡充を行い，最大震度別地震回数表，震

央分布図，時空間分布図等の地震関連資料のほか，

復旧担当者・被災者向けの気象支援資料や気象警

報・注意報，天気予報，雨の状況等へのリンクを

掲載するなど，情報提供体制を強化した．

ア．報道発表

以下に気象庁本庁の報道発表の状況等（平成

29 年 8 月 31 日現在）をまとめる．各管区・地方

気象台等の報道発表の状況等については次節を参

照のこと．

4月16日03時30分 「平成28年（2016年）熊本地震」
について（第7報） 

    07時30分 「平成28年（2016年）熊本地震」
について（第8報） 

10時30分 「平成28年（2016年）熊本地震」
について（第9報） 

    15時00分 平成28年4月16日１時25分頃の
熊本県熊本地方の地震に伴う 
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イ．気象庁ホームページ

気象庁ホームページ内に特設ページ「平成 28
年（2016 年）熊本地震の関連情報」を開設し，

最大震度別地震回数表，震央分布図，時空間分布

図等の地震関連資料のほか，復旧担当者・被災者

向けの気象支援資料や気象警報・注意報，天気予

報，雨の状況等へのリンクを一元的に掲載した．

また，国際機関，外国の報道機関等にも活用さ

れるよう英語版ポータルサイトを気象庁ホームペ

ージに開設した．

4.7.1.4　刊行物の発行

気象庁災害時自然現象報告書 2016 年第 1 号「災

害時地震報告　平成 28 年（2016 年）熊本地震」

を 12 月 16 日に刊行した．また，「平成 28 年 4 月

地震・火山月報（防災編）」において，特集とし

て掲載した．

4.7.2　福岡管区気象台及び同管内気象官署の

措置 *

福岡管区気象台及び福岡管内気象官署がとった

措置をまとめる．

4.7.2.1　福岡管区気象台

ア . 福岡管区気象台災害対策本部

福岡管区気象台では，地震が発生した 2016 年

4 月 14 日 21 時 26 分から非常体制をとり，福岡

管区気象台災害対策本部を設置し，管内における

情報収集体制を強化した．また，本庁で行われた

気象庁災害対策本部会議にも必要に応じて TV 会

議システムによって参加した．非常体制は，2017
年 11 月 30 日現在継続中である．

*　福岡管区気象台，熊本・大分・宮崎・佐賀・長崎・鹿児島・下関地方気象台，福岡・鹿児島航空測候所
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イ . 政府非常災害現地対策本部

政府は，4 月 15 日 10 時 40 分に内閣府副大臣

を本部長とする非常災害現地対策本部を熊本県庁

内に設置した．福岡管区気象台は，4 月 15 日か

ら職員 3 名を派遣し，現地対策本部の会議や打合

せ及び熊本県災害対策本部との合同会議に出席

し，地震活動の状況，気象の実況と見通しの解説

及び関係機関との情報交換を行った．6 月 4 日以

降は，職員 1 名を配置し，8 月 31 日まで対応を

継続した．
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連絡員：地震・気象の専門知識を持ち，気象台

との連絡を取り合うことで本部員を補佐した

職員

支援員：現地対策本部における業務が円滑に行

えるように庶務業務等を行った職員

ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

福岡管区気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．

月 日 時 分 地震解説資料の発表状況 
4 月 14 日 21 時 48 分 「2016年 4月 14日の熊本

県熊本地方の地震の地震
解説資料（速報版）」 

4 月 14 日 23 時 35 分 「2016年 4月 14日の熊本
県熊本地方の地震の地震
解説資料（第 1 号）」 
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 b）報道発表等の状況

福岡管区気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震について，地震の発生状況，現地調査の実

施状況，震度観測点の状況及び地震に伴う大雨警

報等の発表基準の暫定的な運用について，報道発

表を行っている．また，「復旧担当者・被災者向

け気象支援資料」の提供を開始し，ホームページ

にお知らせやリンクを掲載するなど，情報提供体

制の強化を行っている．

 c）記者会見

福岡管区気象台では，平成 28 年（2016 年）熊本

地震について，地震の発生状況について地震発生

後速やかに説明することが必要と判断した場合に

は，臨時の記者会見を行い，また，定例の記者会

見においても説明を行っている．
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エ . 地震現地調査の実施

福岡管区気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び管内の地方気象台と共同して気象庁機

動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以上

を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の状

況及び地震動による被害状況について現地調査を

実施した．現地調査の詳細については「2.1 現地

調査」に記す．

オ . 気象官署間の職員派遣

福岡管区気象台は同管区内の気象官署等へ，以

下のとおり職員を派遣した．
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カ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

福岡管区気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料について，4 月

16 日 05 時から対象地域自治体へ FAX による提

供を開始し，同日 17 時から気象庁や福岡管区気

象台のホームページにお知らせやリンクを掲載

し，8 月 4 日 16 時まで資料の提供を行った．気

象支援資料の提供対象地域等，詳細については

「4.8  災害時気象支援資料の提供」に記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

福岡管区気象台では，地震による地盤の緩みを

考慮し，地震による揺れが大きかった市町村につ

いて，大雨警報・注意報及び福岡県と共同で発表

する土砂災害警戒情報のそれぞれの土壌雨量指数

基準を通常基準より引き下げた暫定基準（通常基

準の 8割）を設けて 4月 16日から運用を開始した．

対象地域等，大雨警報基準等の暫定的な運用の詳

細については，「4.6  地震に伴う大雨警報基準等

の暫定的な運用」に記す．

 c）アメダス観測所等の臨時点検

福岡管区気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所等について，臨時点検

を行った．

 d）福岡レーダーの臨時点検

気象庁本庁と協力して，4 月 19 日に福岡レー

ダー（脊振山レーダー観測所）の臨時点検を行い，

異常がないことを確認した．

 e）臨時観測の実施

福岡管区気象台では，地震の強い揺れに伴う各

種観測設備の障害に対応するため，気象庁本庁と

協力し，臨時観測のための機器を設置した．
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 f）火山観測施設の復旧，維持等

4 月 16 日 01 時 25 分に M7.3 の地震が発生して

以降，阿蘇山の火山観測データが順次断となった．

福岡管区気象台と阿蘇山火山防災連絡事務所で

は，気象庁本庁，札幌管区気象台及び仙台管区気

象台の支援を受けて，阿蘇山の火山観測施設の復

旧，維持及び臨時観測点の設置を行った．データ

断の原因は，地震に伴う商用電源の停電，通信回

線の断であったことから，通信回線の断に対して

は 4 月 18 日から 19 日にかけて衛星回線や携帯電

話回線に切り替える作業を行い，停電に対しては，

草千里遠望カメラはポータブル発電機による充電

で対応し，古坊中観測点は 4 月 22 日に発電機を

設置して 5 月 13 日まで発電機による運用を行っ

た．また，4 月 18 日には阿蘇市役所（阿蘇市一

の宮町）屋上に遠望カメラを設置し，6 月 1 日ま

で臨時観測を行った．

 g）国務大臣等の現地視察への対応

平成 28 年（2016 年）熊本地震に係る被災状況

を把握するため，内閣総理大臣をはじめ関係省庁

大臣等の視察・現地調査が行われ，福岡管区気象

台・熊本地方気象台・大分地方気象台が対応にあ

たった．対応状況は下表のとおり．

4.7.2.2　熊本地方気象台

ア . 熊本地方気象台災害対策本部

熊本地方気象台では，地震が発生した 2016 年

4 月 14 日 21 時 26 分から非常体制をとり，熊本

地方気象台災害対策本部を設置し，情報収集体制

を強化した．また，災害対策本部会議以外に，毎

朝行っている業務引継ぎにおいても熊本地震に関

する情報共有を行った．非常体制は，2017 年 9
月 30 日現在継続中である．

イ . 政府非常災害現地対策本部・熊本県災害対策

本部等

政府は，4 月 15 日 10 時 40 分に内閣府副大臣
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を本部長とする非常災害現地対策本部を熊本県庁

内に設置した．また，熊本県は，4 月 14 日 21 時

26 分に災害対策本部を設置した（8 月 30 日に災

害警戒本部に移行）．熊本地方気象台は，熊本県

庁に職員を派遣して情報収集にあたると共に，政

府及び熊本県の災害対策本部会議に出席し，地震

活動の状況，気象の実況と見通しの解説及び関係

機関との情報交換を行った．また，熊本市の災害

対策本部へも職員を派遣した．
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ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

熊本地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 280 －

 b）報道発表等の状況

熊本地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震について，地震の発生状況，現地調査の実

施状況，震度観測点の状況及び地震に伴う大雨警

報等の発表基準の暫定的な運用について，報道発

表を行っている．また，「復旧担当者・被災者向

け気象支援資料」の提供を開始し，ホームページ

にリンクを掲載するなど，情報提供体制の強化を

行っている．
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 c）記者会見

熊本地方気象台では，地震の発生状況について

地震発生後速やかに説明することが必要と判断し

た場合には，臨時の記者会見を行っている．

エ . 地震現地調査の実施

熊本地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以

上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

オ . 気象官署間の職員派遣

熊本地方気象台は福岡管内の気象官署等へ，以

下のとおり職員を派遣した．
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カ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

熊本地方気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料の提供を 4 月

15 日未明から開始し，熊本県の協力のもと熊本

地方の市町村に送付した．また，4 月 15 日 17 時

からは震度 5 強以上を観測した市町村を対象に熊

本地方気象台のホームページへ掲載を開始し，4
月 17 日からは熊本地方気象台がある合同庁舎に

設置された避難所での掲示を開始し避難所が閉鎖

される 6 月 10 日まで行った．4 月 21 日以降，市

町村に対して，避難所における気象支援資料の掲

示について協力を求める働きかけを行い，4 月 23
日から 8 月 1 日までの間，22 市町村（4 月 23 日

から 25 日までは 19 市町村，4 月 26 日から 6 月 7
日までは 20 市町村，6 月 8 日以降は 22 市町村）

の防災担当者へ FAX 及び電子メールによる送付

を行った．このほか，コミュニティー FM 放送

局（シティー FM 熊本，コミュニティー FM 八代

及び小国）に対して，気象支援資料の利活用と普

及についての働きかけも行った．9 月 30 日現在，

提供を継続している．熊本県内の対象地域とその

提供期間を下表に示す．気象支援資料提供の詳細

については「4.8 災害時気象支援資料の提供」に

記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

熊本地方気象台では，地震による地盤の緩み及

び河川堤防の損壊等を考慮し，地震による揺れが

大きかった市町村について，大雨警報・注意報及

び熊本県と共同で発表する土砂災害警戒情報のそ

れぞれの土壌雨量指数基準を，また，洪水警報・

注意報の流域雨量指数基準を，それぞれ通常基準

より引き下げた暫定基準を設けて運用を開始し

た．さらに，国が所管する熊本県内の 2 水系 5 河

川（白川，緑川水系）については，国土交通省と

気象庁が共同発表している洪水予報について，基

準水位を通常より引き下げた運用を開始した．対

象地域等，大雨警報基準等の暫定的な運用の詳細

については，「4.6  地震に伴う大雨警報基準等の

暫定的な運用」に記す．

 c）地震後の大雨による土砂災害への警戒に関す

る取組 
熊本地方気象台は，地震による強い揺れによっ

て地盤が緩み，地震前と比べて土砂災害が発生し

易くなっていると考えられることから，熊本県や

市町村，熊本大学減災型社会システム実践研究教

育センターなどと協力し，住民に対して土砂災害

への警戒と早めの避難などを呼びかける取組を行

った．
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6 月 4 日 19 時 00 分 南阿蘇村
の地震影
響による
梅雨期の
住民避難
説 明 会
（本田技
研 体 育
館）への
出席 

防災管理官 
防災気象官 
防災業務係
長 

6 月 5 日 19 時 00 分 南阿蘇村
の地震影
響による

防災管理官 
防災気象官 
防災業務係

 d）アメダス観測所等の臨時点検

熊本地方気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所等について，臨時点検

を行った．

 e）震度計臨時観測点の維持

熊本地方気象台では，益城町宮園臨時観測点の

観測を維持するため，福岡管区気象台と協力し，

バッテリー交換等の対応を行った．

 f）国務大臣等の現地視察への対応

平成 28 年（2016 年）熊本地震に係る被災状況

を把握するため，内閣総理大臣をはじめ関係省庁

大臣等の視察・現地調査が行われ，福岡管区気象

台・熊本地方気象台・大分地方気象台が対応にあ

たった．熊本地方気象台の対応状況は「（3 － 1）
福岡管区気象台　カ . その他の対応状況　g）国

務大臣等の現地視察への対応」に示した表のとお

り．
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4.7.2.3　大分地方気象台

ア . 大分地方気象台災害対策本部

大分地方気象台では，地震（大分県内の最大震

度は 4）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分

から注意体制に入り，状況の把握，取材対応，自

治体への説明等を行い，4 月 15 日 17 時 00 分に

は，注意体制を解除した．4 月 16 日 01 時 25 分

に発生した地震では，大分県内で最大震度 6 弱を

観測したことから，02 時 00 分から非常体制に入

り，災害対策本部を設置した．その後，4 月 16
日 19 時 00 分には，警戒体制に移行し，災害対策

本部を解散して災害対策連絡会議を設置した．5
月 09 日 11 時 00 分に注意体制に移行し，7 月 12
日には地震調査委員会（7 月 11 日）の公表を受け，

地震に伴う注意体制を解除した．

イ . 大分県災害対策本部・政府非常災害現地対策

本部

 a）大分県災害対策本部

大分県は，4 月 14 日 21 時 30 分に災害対策連

絡室を設置，23 時 40 分には対応を強化するため

災害警戒本部に移行した．4 月 16 日 01 時 25 分

の地震発生に伴い，災害対策本部に移行し，その

後，4 月 28 日 10 時 30 分には災害警戒本部に移

行した．大分県内で最大震度 5 強を観測した 4 月

29 日 15 時 09 分の地震発生に伴い災害対策本部

に移行した．その後，4 月 29 日 21 時 00 分には

災害警戒本部に移行し，7 月 19 日 16 時 30 分に

災害警戒本部は解散した．大分地方気象台は，大

分県災害対策本部に職員を派遣して情報収集にあ

たると共に，大分県災害対策本部会議等に出席し，

地震活動の状況，気象の実況と見通しの解説及び

関係機関との情報交換を行った．
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 b）政府非常災害現地対策本部

政府は，4 月 15 日 10 時 40 分に内閣府副大臣

を本部長とする非常災害現地対策本部を熊本県庁

内に設置した．気象庁は 4 月 15 日から職員を派

遣し，現地対策本部の会議や打合せ及び熊本県災

害対策本部との合同会議に出席し，地震活動の状

況，気象の実況と見通しの解説及び関係機関との

情報交換を行った．

ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

大分地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．
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 b）報道発表等の状況

大分地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における現地調査の実施状況及び地震に伴

う大雨警報等の発表基準の暫定的な運用について

報道発表を行っている．また，「復旧担当者・被

災者向け気象支援資料」の提供を開始し，ホーム

ページにリンクを掲載するなど，情報提供体制の

強化を行っている．

 c）記者会見及び記者説明会

大分地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震において，地震の発生状況について地震発

生後速やかに説明することが必要と判断した場合

には，臨時の記者会見を行っている．また，地震

の状況に加えて気象の見通しについて解説する記

者説明会も適宜行っている．

エ . 地震現地調査の実施

大分地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以
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上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

オ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

大分地方気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料の提供を 4 月

16 日 06 時 30 分に大分県と対象市町村に対して

行った．また，4 月 16 日 17 時 30 分からは大分

地方気象台のホームページへの掲載を開始し，大

分県と対象市町村に対してメールで通知するとと

もに，避難者が多い大分市，別府市，由布市，日

田市については，防災担当者に対して利用方法等

の説明を行った．報道機関に対しては，記者会見

や記者説明会の場で，気象支援資料の利用方法等

について説明を行った．さらに，4 月 25 日には，

コミュニティー FM ラジオ放送局（ゆふいんラヂ

オ）に対して，気象支援資料の利活用と普及につ

いての働きかけも行った．9 月 30 日現在，提供

を継続している．気象支援資料の提供対象地域等，

詳細については「4.8  災害時気象支援資料の提供」

に記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

大分地方気象台では，地震による地盤の緩みを

考慮し，地震による揺れが大きかった市町村につ

いて，大雨警報・注意報及び大分県と共同で発表

する土砂災害警戒情報のそれぞれの土壌雨量指数

基準を通常基準より引き下げた暫定基準を設けて

4 月 16 日から運用を開始した．対象地域等，大

雨警報基準等の暫定的な運用の詳細については，

「4.6  地震に伴う大雨警報基準等の暫定的な運用」

に記す．

 c）アメダス観測所等の臨時点検

大分地方気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所等について，臨時点検

を行った．

 d）火山の現地調査

大分地方気象台は，地震発生後の火山の状況を

確認するため，大分県の砂防課や森林保全課等と

共同で，現地調査を行った．

 e）国務大臣等の現地視察への対応

平成 28 年（2016 年）熊本地震に係る被災状況

を把握するため，内閣総理大臣をはじめ関係省庁

大臣等の視察・現地調査が行われ，福岡管区気象

台・熊本地方気象台・大分地方気象台が対応にあ

たった．大分地方気象台の対応状況は「3 － 1 福

岡管区気象台　カ . その他の対応状況　g）国務

大臣等の現地視察への対応」に示した表のとおり．

4.7.2.4　宮崎地方気象台

ア . 防災体制

宮崎地方気象台では，地震（宮崎県内の最大震

度は 5 弱）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時 26
分から警戒体制をとり，災害対策連絡会議を設置

して情報収集体制を強化した．4 月 17 日 17 時 00
分には，注意体制に移行し，災害対策連絡会議を

解散した．その後，5 月 2 日 10 時 00 分に，注意

体制を解除した．
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イ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

宮崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．

4 月 16 日 01 時 45 分 平成 28 年 4 月 16 日 1 時
25 分頃の熊本県熊本地
方の地震について（速報
版） 

4 月 16 日 04 時 20 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 7 号） 

4 月 16 日 08 時 40 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 8 号） 

4 月 16 日 11 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 9 号） 

4 月 16 日 16 時 40 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 10 号） 

4 月 17 日 11 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 11 号） 

4 月 17 日 16 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 12 号） 

4 月 18 日 11 時 30 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 13 号） 

4 月 18 日 16 時 30 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 14 号） 

4 月 18 日 21 時 01 分 平成 28 年 4 月 18 日 20
時 42 分頃の熊本県阿蘇
地方の地震について（速
報版） 

4 月 19 日 11 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 15 号） 

4 月 19 日 16 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 16 号） 

4 月 20 日 11 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 17 号） 

4 月 20 日 16 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 18 号） 

4 月 20 日 19 時 00 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 19 号） 

4 月 21 日 11 時 30 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 20 号） 

4 月 21 日 16 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 21 号） 

4 月 22 日 11 時 30 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 22 号） 

4 月 22 日 16 時 15 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 23 号） 

4 月 23 日 16 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 24 号） 

4 月 24 日 16 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」について（地
震解説資料第 25 号） 

4 月 25 日 16 時 10 分 「平成 28 年（2016 年）
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 b）報道発表等の状況

宮崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における現地調査の実施状況及び地震に伴

う大雨警報等の発表基準の暫定的な運用について

報道発表を行った．また，「復旧担当者・被災者

向け気象支援資料」の提供を開始し，ホームペー

ジにリンクを掲載するなど，情報提供体制の強化

を行っている．

 c）記者会見

宮崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊本

地震において，地震の発生状況について地震発生

後速やかに説明することが必要と判断した場合に

は，臨時の記者会見を行っている．

ウ . 地震現地調査の実施

宮崎地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以

上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

エ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

宮崎地方気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料の提供を 4 月

16 日 17 時に開始し，8 月 4 日 16 時まで行った．

気象支援資料の提供対象地域等，詳細については

「4.8 災害時気象支援資料の提供」に記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

宮崎地方気象台では，地震による地盤の緩みを

考慮し，地震による揺れが大きかった市町村につ

いて，大雨警報・注意報及び宮崎県と共同で発表

する土砂災害警戒情報のそれぞれの土壌雨量指数

基準を通常基準より引き下げた暫定基準を設けて

4 月 16 日から運用を開始した．対象地域等，大

雨警報基準等の暫定的な運用の詳細については，

「4.6 地震に伴う大雨警報基準等の暫定的な運用」

に記す．

4.7.2.5　佐賀地方気象台

ア . 防災体制

佐賀地方気象台では，地震（佐賀県内の最大震

度は 4）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分

から注意体制に入り，4 月 15 日 05 時 30 分には

警戒体制に移行し，災害対策連絡会議を設置して

情報収集体制を強化した．4 月 18 日 11 時 30 分

には，注意体制に移行し，災害対策連絡会議を解

散した．その後，6 月 9 日 17 時 00 分に，注意体

制を解除した．
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イ . 佐賀県災害警戒本部

佐賀県は，4 月 14 日 21 時 26 分に災害情報連

絡室を設置，4 月 16 日 01 時 25 分には災害警戒

本部に移行し，その後，4 月 17 日 08 時 00 分に

災害警戒本部を解散した．佐賀地方気象台は，4
月 14 日から 15 日にかけて，佐賀県消防防災課に

対して，電話による解説等を実施．また，4 月 15
日 10 時 30 分には，佐賀県庁に職員 2 名を派遣し，

佐賀県の消防防災課及び河川砂防課に対して，地

震の発生状況等について説明すると共に情報収集

を行った．

ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

佐賀地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．

 b）報道発表等の状況

佐賀地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における現地調査の実施状況及び地震に伴

う大雨警報等の発表基準の暫定的な運用について

報道発表を行った．また，地元テレビ局，ラジオ

局の番組に出演して熊本地震や陸域の浅い地震に

関して解説すると共に今後の地震活動に対する備

えについて説明し，防災体制の強化を呼びかけた．
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エ . 地震現地調査の実施状況

佐賀地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以

上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

オ . 気象官署間の職員派遣

佐賀地方気象台は福岡管内の気象官署等へ，以

下のとおり職員を派遣した．

カ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

佐賀地方気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料の提供を 4 月

16 日 17 時に開始し，8 月 4 日 16 時まで行った．

提供期間中，気象台のホームページに資料へのリ

ンクを掲載した．気象支援資料の提供対象地域等，

詳細については「4.8 災害時気象支援資料の提供」

に記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

佐賀地方気象台では，地震による地盤の緩みを

考慮し，地震による揺れが大きかった市町につい

て，大雨警報・注意報及び佐賀県と共同で発表す

る土砂災害警戒情報のそれぞれの土壌雨量指数基

準を通常基準より引き下げた暫定基準を設けて

4 月 16 日から運用を開始した．対象地域等，大

雨警報基準等の暫定的な運用の詳細については，

「4.6 地震に伴う大雨警報基準等の暫定的な運用」

に記す．

 c）アメダス観測所の臨時点検

佐賀地方気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所について，臨時点検を

行った．

4.7.2.6　長崎地方気象台

ア . 防災体制

長崎地方気象台では，地震（長崎県内の最大震

度は 4）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分

から注意体制に入り，4 月 15 日 17 時 00 分に注

意体制を解除した．県内で最大震度 5 強を観測し

た 4 月 16 日 01 時 25 分の地震発生により警戒体

制に入り，4 月 17 日 10 時 00 分には注意体制に

移行し，4 月 28 日 17 時 00 分には注意体制を解

除した．
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イ . 長崎県災害警戒本部・政府非常災害現地対策

本部

 a）長崎県災害警戒本部

長崎県は，4 月 14 日 21 時 26 分に災害警戒本

部を設置，4 月 16 日 01 時 25 分には災害対策本

部に移行した．長崎地方気象台は，長崎県災害警

戒本部及び長崎県災害対策本部に職員を派遣し，

地震活動の状況，気象の実況と見通しの解説及び

関係機関との情報交換を行った．

 b）政府非常災害現地対策本部

政府は，4 月 15 日 10 時 40 分に内閣府副大臣

を本部長とする非常災害現地対策本部を熊本県庁

内に設置した．気象庁は 4 月 15 日から職員を派

遣し，現地対策本部の会議や打合せ及び熊本県災

害対策本部との合同会議に出席し，地震活動の状

況，気象の実況と見通しの解説及び関係機関との

情報交換を行った．

ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

長崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．

 b）報道発表等の状況

長崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における現地調査の実施状況及び地震に伴

う大雨警報等の発表基準の暫定的な運用について

報道発表を行った．また，「復旧担当者・被災者

向け気象支援資料」の提供を開始し，ホームペー

ジにお知らせとリンクを掲載するなど，情報提供

体制の強化を行っている．

 c）記者会見

長崎地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震において，地震の発生状況について地震発

生後速やかに説明することが必要と判断した場合

には，臨時の記者会見を行っている．
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エ . 地震現地調査の実施

長崎地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以

上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

オ . その他の対応状況

 a）災害時気象支援資料の提供

長崎地方気象台では，被災地の復旧担当者・被

災者を支援するため気象支援資料の提供を 4 月

16 日 17 時に開始し，8 月 4 日 16 時まで行った．

気象支援資料の提供対象地域等，詳細については

「4.8 災害時気象支援資料の提供」に記す．

 b）大雨警報基準等の暫定的な運用

長崎地方気象台では，地震による地盤の緩みを

考慮し，地震による揺れが大きかった市町村につ

いて，大雨警報・注意報及び長崎県と共同で発表

する土砂災害警戒情報のそれぞれの土壌雨量指数

基準を通常基準より引き下げた暫定基準を設けて

4 月 16 日から運用を開始した．対象地位等，大

雨警報基準等の暫定的な運用の詳細については，

「4.6 地震に伴う大雨警報基準等の暫定的な運用」

に記す．

 c）アメダス観測所の臨時点検

長崎地方気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所について，臨時点検を

行った．

4.7.2.7　鹿児島地方気象台

ア . 防災体制

鹿児島地方気象台では，地震（鹿児島県内の最

大震度は 4）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時

26 分から注意体制に入り，県内で最大震度 5 弱

を観測した 4 月 16 日 01 時 25 分の地震発生によ

り警戒体制に移行し，災害対策連絡会議を設置し，

情報収集体制を強化した．その後，4 月 22 日 11
時 30 分には注意体制に移行すると共に災害対策

連絡会議は解散し，5 月 9 日 12 時 00 分には注意

体制を解除した．

イ . 鹿児島県災害警戒本部・政府非常災害現地対

策本部

 a）鹿児島県災害警戒本部

鹿児島県は，4 月 14 日 21 時 26 分に発生した

M6.5 の地震により情報連絡体制に入り，4 月 16
日 01 時 25 分に発生した M7.3 の地震により県内
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で震度 5 弱を観測したことから災害警戒本部を設

置し，7 月 12 日 12 時にこれを解散した．鹿児島

地方気象台から県庁へのリエゾン派遣は行わなか

ったが，適宜，地震活動や気象の状況について電

話等での解説を実施した．

また，地震活動の状況，鹿児島県内の陸域の浅

い地震（政府の地震調査研究推進本部の活断層評

価や県の地震津波想定関係）について，4 月 17
日に鹿児島県と意見交換を行った．

 b）政府非常災害現地対策本部

政府は，4 月 15 日 10 時 40 分に内閣府副大臣

を本部長とする非常災害現地対策本部を熊本県庁

内に設置した．気象庁は 4 月 15 日から職員を派

遣し，現地対策本部の会議や打合せ及び熊本県災

害対策本部との合同会議に出席し，地震活動の状

況，気象の実況と見通しの解説及び関係機関との

情報交換を行った．

連絡員：地震・気象の専門知識を持ち，気象台

との連絡を取り合うことで本部員を補佐した

職員

ウ . 報道発表等の状況

 a）地震解説資料の発表状況

鹿児島地方気象台では，平成 28 年（2016 年）

熊本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以

降の一連の地震について，適宜地震解説資料の発

表を行った．このうち，第 3 号から第 9 号につい

ては，県内自治体や報道機関等から問い合わせの

多かった鹿児島県内で最大震度 1 以上を観測した

日別震度別回数表を掲載して発表した．

 

 b）説明会（臨時，月例）

鹿児島地方気象台では，平成 28 年（2016 年）

熊本地震について，4 月 16 日 01 時 25 分に発生

した M7.3 の地震により県内で震度 5 弱を観測し

たことから，臨時説明会を開催して解説した．ま

た，毎月実施している月例気象説明会においても

地震活動の状況等の解説を行った．
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 c）鹿児島県及び第十管区海上保安本部への解説

等

鹿児島県及び第十管区海上保安本部に対し，毎

月実施している定例解説の中で，平成 28 年（2016
年）熊本地震について，地震活動状況や地震調査

研究推進本部の評価について説明を実施した（5
月 16 日，6 月 10 日）．

エ . 地震現地調査の実施

鹿児島地方気象台では，気象庁地震火山部，気

象研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象

庁機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強

以上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点

の状況及び地震動による被害状況について現地調

査を実施した．現地調査の詳細については「2.1 
現地調査」に記す．

オ . アメダス観測所の臨時点検

鹿児島地方気象台では，地震による揺れが大き

かった地域のアメダス観測所について，臨時点検

を行った

4.7.2.8　下関地方気象台

ア . 防災体制

下関地方気象台では，地震（山口県内の最大震

度は 4）が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分

から注意体制に入り，4 月 18 日 17 時 00 分には

注意体制を解除した．

イ . 地震解説資料の発表状況

下関地方気象台では，平成 28 年（2016 年）熊

本地震における 2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分以降

の一連の地震について，適宜地震解説資料の発表

を行っている．

ウ . 地震現地調査の実施

下関地方気象台では，気象庁地震火山部，気象

研究所及び福岡管内の気象官署と共同して気象庁

機動調査班（JMA-MOT）を派遣し，震度 5 強以

上を観測した震度観測点を中心に，震度観測点の

状況及び地震動による被害状況について現地調査

を実施した．現地調査の詳細については「2.1 現
地調査」に記す．

エ . 気象官署間の職員派遣

下関地方気象台は福岡管内の気象官署等へ，以

下のとおり職員を派遣した．

オ . アメダス観測所の臨時点検

下関地方気象台では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所について，臨時点検を

行った．
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4.7.2.9　福岡航空測候所

ア . 防災体制

福岡航空測候所では，地震が発生した 2016 年

4 月 14 日 21 時 26 分から警戒体制をとり，災害

対策連絡会議を設置して情報収集体制を強化し

た．4 月 16 日 01 時 25 分の地震発生をうけ，非

常体制を発令し，災害対策連絡会議を災害対策本

部に移行した．その後，5 月 10 日 15 時 30 分に

は注意体制に移行して災害対策本部を解散し，6
月 10 日 15 時 30 分には注意体制を解除した．

イ . 臨時業務の実施状況

 a）臨時情報の発表状況

福岡航空測候所は，平成 28 年（2016 年）熊本

地震への対応として，円滑な航空業務の遂行を支

援するため，臨時の飛行場気象解説情報の発表を

行った．

 b）空港の 24 時間運用への対応

平成 28 年（2016 年）熊本地震に対応するため，

熊本空港は 4 月 28 日まで，大分空港は 4 月 19 日

まで，それぞれ 24 時間運用を行った．福岡航空

測候所は，この 24 時間運用に対応するため，所

内の業務実施体制を強化すると共に，熊本航空気

象観測所及び大分航空気象観測所に対して，職員

を派遣した．職員の派遣状況を下表に示す．
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 c）アメダス観測所の臨時点検

福岡航空測候所では，地震による揺れが大きか

った地域のアメダス観測所について，臨時点検を

行った．

ウ . 気象官署間の職員派遣

福岡航空測候所は福岡管内の気象官署等へ，以

下のとおり職員を派遣した．

4.7.2.10　鹿児島航空測候所

ア . 防災体制

鹿児島航空測候所では，地震 ( 鹿児島県内の最

大震度は 4) が発生した 2016 年 4 月 14 日 21 時

26 分から注意体制に入り，4 月 18 日 10 時 00 分

には注意体制を解除した．

イ . 屋外観測機器等の緊急点検の実施状況

4.7.3　札幌管区気象台及び同管内気象官署の

措置 *

札幌管区気象台及び同管内気象官署がとった措

置をまとめる．

なお，同管内から行った広域応援は，平成 29
年 4 月 17 日から 6 月 26 日の期間で派遣日数 120
日（移動日含め 152日），応援者数 15名（延べ 17名）

となった．

4.7.3.1　札幌管区気象台

各種対応状況等

札幌管区気象台は政府現地対策本部に以下のと

おり職員を派遣した．

*　札幌管区気象台，釧路・網走地方気象台

札幌管区気象台は福岡管内の気象官署等に以下

のとおり職員を派遣した．
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4.7.3.2　釧路地方気象台

各種対応状況等

釧路地方気象台は福岡管内の気象官署等に以下

のとおり職員を派遣した．

4.7.3.3　網走地方気象台

各種対応状況等

網走地方気象台は政府現地対策本部に以下のと

おり職員を派遣した．

網走地方気象台は福岡管内の気象官署等に以下

のとおり職員を派遣した．

*　仙台管区気象台，仙台航空測候所

4.7.4 仙台管区気象台及び同管内気象官署の措

置 *

仙台管区気象台及び同管内気象官署がとった措

置をまとめる．

4.7.4.1　仙台管区気象台

仙台管区気象台は福岡管内の気象官署及び自治

体へ以下のとおり職員を派遣した．
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4.7.4.2　仙台航空測候所

仙台航空測候所は福岡管内の気象官署へ以下の

とおり職員を派遣した．

4.7.5　東京管区気象台及び同管内気象官署の

措置 *

東京管区気象台及び同管内気象官署がとった措

置をまとめる．

4.7.5.1　東京管区気象台

ア．気象官署間の広域応援

東京管区気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

*　東京管区気象台，水戸・宇都宮・前橋・熊谷・銚子・横浜・新潟・名古屋地方気象台，

成田・東京・中部航空地方気象台

4.7.5.2　水戸地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

水戸地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

4.7.5.3　宇都宮地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

宇都宮地方気象台は政府現地対策本部へ以下の

とおり職員を派遣した．

4.7.5.4　前橋地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

前橋地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

4.7.5.5　熊谷地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

熊谷地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

4.7.5.6　銚子地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

銚子地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

4.7.5.7　横浜地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

横浜地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．
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4.7.5.8　新潟地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

新潟地方気象台は政府現地対策本部へ以下のと

おり職員を派遣した．

4.7.5.9　名古屋地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

名古屋地方気象台は政府現地対策本部へ以下の

とおり職員を派遣した．

4.7.5.10　成田航空地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

成田航空地方気象台は福岡管内の気象官署等へ

以下のとおり職員を派遣した．

4.7.5.11　東京航空地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

東京航空地方気象台は福岡管内の気象官署等へ

以下のとおり職員を派遣した．

*　大阪管区気象台，鳥取・松江・岡山・広島・高松・松山・高知地方気象台，

関西航空地方気象台，大阪航空測候所

4.7.5.12　中部航空地方気象台

ア．気象官署間の広域応援

中部航空地方気象台は福岡管内の気象官署等へ

以下のとおり職員を派遣した．

4.7.6　大阪管区気象台及び同管内気象官署の

措置 *

大阪管区気象台及び大阪管内気象管署がとった

措置をまとめる．

4.7.6.1　大阪管区気象台

大阪管区気象台は，管内（愛媛県八幡浜市）で

震度 5 弱を観測した 4 月 16 日 01 時 25 分の地震

により，同時刻に警戒体制をとり，災害対策連絡

会議を設置して台内各課，管内気象官署の情報収

集体制等を強化した．

大阪管区気象台の体制及び災害対策連絡会議等

報道発表状況等

各種対応状況等
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4.7.6.2　鳥取地方気象台

鳥取地方気象台の体制

報道発表状況等

4.7.6.3　松江地方気象台

松江地方気象台の体制

報道発表状況等

各種対応状況等

4.7.6.4　岡山地方気象台

各種対応状況等

4.7.6.5　広島地方気象台

広島地方気象台の体制及び災害対策連絡会議等

報道発表状況等

各種対応状況等

4.7.6.6　高松地方気象台

高松地方気象台の体制及び災害対策連絡会等
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各種対応状況等

4.7.6.7　松山地方気象台

松山地方気象台の体制及び災害対策連絡会議等

報道発表状況等

各種対応状況等

4.7.6.8　高知地方気象台

高知地方気象台の体制及び災害対策連絡会議等

報道発表状況等

各種対応状況等

4.7.6.9　関西航空地方気象台

関西航空地方気象台の体制

各種対応状況等

4.7.6.10　大阪航空測候所

大阪航空測候所の体制

*　沖縄気象台，石垣島地方気象台

4.7.7　沖縄気象台及び同管内気象官署の措置 *

沖縄気象台及び同管内気象官署がとった措置を

まとめる．

4.7.7.1　沖縄気象台

沖縄気象台は福岡管内の気象官署等へ以下のと

おり職員を派遣した．
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4.7.7.2　石垣島地方気象台

石垣島地方気象台は福岡管内の気象官署等へ以

下のとおり職員を派遣した．

4.8　災害時気象支援資料の提供 *

気象庁では，災害発生時やその後の応急復旧活

動時等において，防災関係機関の活動を支援する

ために，災害時気象支援資料を関係機関に提供す

ることとしている．

4 月 14 日の地震発生直後の 15 日未明と明け方

に，災害時気象支援資料を作成し，熊本県を通じ

て熊本地方の市町村に提供した（第 4.8.1 図）．

同日 17 時からは，震度 5 強以上を観測した熊

本県の 16 市町村を対象に「復旧担当者・被災者

向け気象支援資料」の提供を開始し，4 月 16 日

の地震の発生により，6県 48市町村に拡大した（第

4.8.2 図）．

「復旧担当者・被災者向け気象支援資料」は，

関係機関の応急復旧活動を支援するのみならず，

被災地の住民等にも幅広く利用いただくことを目

的としており，被災地周辺の気象に対するコメン

トや気象予想等を，1 日 3 回（05 時，11 時，17 時）

作成し，気象庁及び福岡管区気象台，熊本・佐賀・

長崎・大分・宮崎各地方気象台のホームページで

提供している．また，熊本県内の自治体の協力を

得て，一部の避難所に掲示した．

●　「復旧担当者・被災者向け気象支援資料」を

提供した市町村

【熊本県】熊本市・山鹿市・菊池市・合志市・

大津町・菊陽町・玉名市・玉東町・長洲町・和水

町・西原村・御船町・嘉島町・益城町・甲佐町・

山都町・八代市・宇土市・宇城市・美里町・氷川

町・阿蘇市・南小国町・小国町・産山村・高森町・

南阿蘇村・上天草市・天草市・芦北町

【福岡県】久留米市・柳川市・大川市・みやま

*　熊本地方気象台

第 4.8.1 図　災害時気象支援資料

第 4.8.2 図　復旧担当者・被災者向け気象支援資料
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市

【佐賀県】佐賀市・神埼市・上峰町

【長崎県】南島原市

【大分県】別府市・由布市・日田市・九重町・

竹田市・佐伯市・豊後大野市

【宮崎県】高千穂町・椎葉村・美郷町

※福岡県，佐賀県，長崎県，宮崎県については，

平成 28 年 8 月 4 日をもって提供を終了

※大分県については，平成 28 年 10 月 31 日を

もって提供を終了

4.9　観測システム等の被害状況及び復旧状況 *

4.9.1　地震観測点・震度観測点の被害状況及

び復旧対応

（1）被災状況

熊本地震により，停電と通信回線（地上回線）

の機能停止が発生し，気象庁の震度計のうち，南

阿蘇村中松観測点で 4 月 19 日 20 時 49 分から震

度観測データが取得できない状態となった．なお，

気象庁の地震観測点，震度観測点ともに観測施設

そのものに被災はなかった．

（2）復旧

南阿蘇村中松震度観測点の観測データは，電源

を発動発電機に切り替えたことと通信回線（地上

回線）も復旧したことに伴い，4 月 22 日 15 時 10
分から取得できるようになった．また，地震の強

い揺れに伴い益城町及び宇土市の（地方公共団体

設置の）震度計が障害となったことを受けて，益

城町及び宇土市に臨時観測のための震度計を設置

し，益城町は 4 月 17 日 22 時から，宇土市は４月

19 日 15 時から運用を開始した．

4.9.2　火山観測施設の復旧・臨時設置等

4 月 16 日 01 時 25 分の M7.3 の地震の発生以降，

阿蘇山の火山観測データが順次断となった．気象

庁本庁においては，札幌管区気象台とともに福岡

管区管内官署と協力し，阿蘇山の火山観測施設の

復旧や臨時の観測点の設置を行った．往生岳南東

山麓観測点は 4 月 18 日，古坊中観測点及び仙酔

峡観測点は 4 月 19 日，草千里観測点は 4 月 20 日

にそれぞれ復旧した．また，4 月 18 日には阿蘇

市役所屋上に臨時の遠謀カメラを設置した．

*　地震火山部管理課，観測部計画課

4.9.3　潮位・津波観測施設等の復旧・臨時設

置等

地震により熊本港津波観測点のデータが 4 月

16 日から欠測となったことを受け，気象庁本庁

と福岡管区気象台が連携し，九州地方整備局の協

力を得て，熊本港内に臨時観測点を設置し，4 月

23 日より運用を開始した．その後，平成 28 年 7
月 14 日に熊本港津波観測点が復旧し，運用を再

開した．

4.9.4　アメダスの被害状況及び復旧対応

今回の地震で気象観測施設そのものに被害は生

じなかったものの，熊本県内は広範囲で停電や通

信障害が発生した．電力又は通信回線の復旧が当

面見込めない観測所については，可搬型気象観測

装置の設置並びに携帯電話回線や衛星回線を活用

することで，速やかに観測を再開した（第 4.9.4 図，

第 4.9.4 表）．
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第 4.9.4 表　各観測所の運用再開状況

第 4.9.4 図　可搬型気象観測装置の設置作業の様子

（上：甲佐地域気象観測所　下：阿蘇乙姫地域気象

観測所）

4.10　被害状況及び復旧対応（政府）*

（1）災害応急体制の整備

・官邸対策室設置及び緊急参集チーム招集（4 月 
14 日 21 時 31 分）

・総理指示（4 月 14 日 21 時 36 分，4 月 16 日 2 
時 38 分）

（2）緊急参集チーム

・緊急参集チーム協議開始（4 月 14 日 21 時 55 分）

（3）非常災害対策本部の設置・本部会議の開催・

災害対策基本法に基づく非常災害対策本部（平成

28 年熊本県熊本地方を震源とする地震非常災害

対策本部）を設置（4 月 14 日 22 時 10 分）．

・4 月 14 日 23 時 21 分に第 1 回非常災害対策本部

会議を開催，以後 6 月 16 日までに計 31 回開催し，

災害応急対策について討議．（平成 29 年 10 月 16 
日現在）

（4）政府調査団の派遣

内閣府副大臣を団長とする関係省庁からなる調査

団を熊本県（4 月 15 日 6 時 40 分）に向け派遣．

（5）非常災害現地対策本部の設置

熊本県に非常災害現地対策本部を設置（4 月 15
日 10 時 40 分）． 

（6）災害派遣（防衛省・海上保安庁）

①防衛省の災害派遣

＜要請状況等＞

・熊本県知事より災害派遣要請（4 月 14 日 22 時 
40 分，撤収要請 5 月 30 日 9 時 00 分）．

・大分県知事より災害対策派遣要請．（4 月 16 日 
2 時 36 分，撤収要請 8 月 1 日 10 時）

＜派遣規模＞

・派遣期間：4 月 15 日～ 5 月 30 日（46 日間）

・延べ派遣人員：約 814,200 人（1 日の最大派遣

人員約 26,000 人）

・給水支援 10923.7 t， 給食支援 約 911,678 食，入

浴支援 140,937 名（5 月 30 日現在）

*　総務部企画課防災企画室，地震火山部管理課
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②海上保安庁の災害派遣

＜派遣規模＞

・延べ巡視船艇等 373 隻，航空機 91 機，特殊救

難隊 18 名

（7）広域応援（緊急消防・警察援助隊）

①緊急消防援助隊（総務省消防庁）

＜派遣規模＞

・総派遣部隊 1,644 隊，総派遣人員 5,497 名

・延べ 4,336 隊 15,613 名
・最大時派遣状況　派遣部隊 569 隊，派遣人員 
2,100 名

・派遣期間：4 月 14 日～ 4 月 27 日（14 日間）

②広域緊急援助隊等（警察庁）

・発災直後から益城町等の倒壊家屋内から閉じ込

められた要救助者の救出活動を実施（H28 4/14 ～

4/18）
＜派遣規模＞

・延べ 41 都府県から 27,936 名

・6 月 29 日をもって全ての部隊の派遣を終了

（8）災害救助法

熊本県で災害救助法の適用を決定した．（適用日 
4 月 14 日）

＜適用市町村＞ 
・熊本県全 45 市町村

（9）激甚災害の指定

平成 28 年（2016 年）熊本地震に対して「激甚災

害に対処するための特別の財政援助等に関する法

律」に基づき，当該災害を「激甚災害」として指

定し，災害復旧事業の国庫補助のかさ上げ等地方

公共団体に対する特別の財政援助等の合計 12 の
措置を適用．（4 月 25 日閣議決定，4 月 26 日公布・

施行）

（10）特定非常災害の被害者の権利利益の保全等

を図るための特別措置法

特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図る

ための特別措置法に基づき，「平成 28 年熊本地震

による災害についての特定非常災害及びこれに対

し適用すべき措置の指定に関する政令」により，

平成 28 年（2016 年）熊本地震による災害を特定

非常災害として指定した．またこの特定非常災害

に対し，行政上の権利利益の満了日の延長等を適

用．（公布・施行 6 月 24 日）

（11）被災者生活再建支援法

被災者再建支援法に基づく被災者生活再建支援制

度を熊本県全域（適用日 4 月 14 日），大分県由布

市（適用日 4 月 16 日）に適用．

（12）住まいの確保に向けた対応（国土交通省）

応急仮設住宅 完成戸数：16 市町村 4,303 戸

　　　　　（平成 28年 11月 14日までに全て完成）

民間賃貸住宅等を活用したみなし仮説住宅

決定通知済み件数：15,306 戸（平成 29 年 4 月 10
日集計分）

公営住宅等の空き住戸 入居決定済み：1,836 戸

　　　　　　　　　　（平成 29 年 4 月 13 日時点）

第 4.10 表　被害状況まとめ（平成 29 年 8 月 14 日現在）
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